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内部監査の実施状況について 

（令和６年２月現在） 

 

監査対象 

官署名 
監査実施日 主な監査項目 監査結果の概要 講ずる措置 

労働局 

各課・室 

（全 11部署） 

令和５年 10月

から同年 11月 

・ 会計経理事務に関

する事項 

・ 管理事務に関する

事項 

・ その他 

・ 予算執行機関補助者設置基準と同

補助者の任命通知書の事務範囲

に、複数の不整合（誤り）が認めら

れた。（１課）。 

 

 

・ 旅行命令簿において、取消後、キャ

ンセル料の精算処理の際、命令権

者、旅行者、支出官 の確認を経ず

に処理を行っている事案が認めら

れた。（１課） 

 

・ 出張計画書について、直行・直帰の

旅行日当日が旅行復命日となって

いる。（前年口頭指摘）（１課）。 

・ 指摘後修正済み。（R5.10.27）今後

は「予算執行機関補助者の設置基

準」を「委託契約関係」のフォルダ

におくことにより、注意喚起を行

い、予防する。 

 

・ 確認欄欄修正済（R5.10.27）キャン

セル料精算の際に会計第 3 係にお

いて確認決裁が行われているか確

認し、同様のことが起きないよう

にする。 

 

・ 復命書の早期提出勧奨を行う。ま

た、出張計画書の旅行復命日に齟

齬が生じないよう、出勤簿との照

合を複数人でダブルチェックをそ

の都度行う。（R5.10.27より実施） 
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労働基準監督署 

（全５署） 

及び 

公共職業安定所 

（全５所） 

令和５年 10月

から同年 11月 

・ 会計経理事務に関

する事項 

・ 管理事務に関する

事項 

・ その他 

・ 振替書残枚数の記載誤り。受払簿

の決裁時に残枚数を確認するこ

と。（１所） 

 

 

 

 

 

・ 監査実施後、取り扱いを是正した。

決裁後または業務終了時に主担当

の庶務課長が残枚数を確認するほ

か、牽制体制として副担当の庶務

係長による確認を徹底する（実施

日 R6.10.26） 

 

 

 


